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歳出削減、人件費の削減及び歳入確保対策により3１0億円の財源不足を解消

１ 平成２２年度の対策内容

(1) 歳出削減対策 削減効果額 １２２億円

区 分 廃止・縮小した事業数等 削 減 効 果 額

県事業 ２６１事業 ６２億円

政策経費 １６５事業 ３４億円

施設・情報システム等の管理経費 ９６事業 ２０億円

投資的事業 － ８億円

公の施設等 ４６施設 ７億円

外郭団体 ２４団体 ３億円

補助金 １０７事業 ５０億円

市町村補助金 ５０事業 ３５億円

各種団体補助金 ５７事業 １５億円

※事業数は、県費１千万円以上の事業。
※削減効果額は、一般財源ベースで中期的な財政試算に対する額。

Ⅰ「行財政改革アクションプラン（案）」の初年度
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(2) 人件費の削減 削減効果額 ９１億円

① 職員定員の削減

平成22年4月1日 平成21年4月1日
部 門 削 減 数 削 減 率（見込） （実績）

知 事 の 人 人 人 ％

事 務 部 局 等 ４，３１６ ４，５１５ ▲ １９９ ▲ ４．４１

教 育 委 員 会 １６，２５４ １６，４４７ ▲ １９３ ▲ １．１７

警 察 本 部 ３，８７６ ３，８６０ ＋ １６ ＋ ０．４１

公営企業(病院等) １６８ １，７３３ ▲１，５６５ ▲９０．３１

合 計 ２４，６１４ ２６，５５５ ▲１，９４１ ▲ ７．３１

※教員や警察官は、法令により定められた職員数は確保されている。
※削減数は、地方独立行政法人化によって見込まれる削減数を含む。

② 職員給与の抑制
○対 象 者 全職員

○抑 制 率 【特別職】 知 事 … ３０％

副知事、教育長、代表監査委員 … ２０％

【一般職】 ６～１４％

（平成２２年度分、各職員団体へ提案済）

③ 組織の見直し

分 類 対 象 と な る 組 織 等

廃 止 名古屋事務所、生物工学研究所

休 止 ニューヨーク駐在

統 合 「農業改良普及センター」の農林事務所への統合

地方独立行政法人化 県立看護大学、県立３病院

新 設 ぎふ清流大会推進課（～平成24年度）

ＡＰＥＣ推進室（平成22年度限り）

(3) 歳入確保対策 対策額 ９７億円

平成２０年度決算剰余金、県有財産の売却収入及び県営住宅償却充当準備基金の廃止によ

り積み立てた財政調整基金の取り崩し。


